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新たな国土交通省技術基本計画の策定に向けた検討状況

●フォローアップ結果

●技術部会でのご意見
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平成29年3月 令和3年度中に策定予定

●関連計画の動向

第6期科学技術・イノベーション
基本計画（令和3～7年度）

第5次社会資本整備重点計画
※現行：第4次社会資本整備重点計画

（平成27～令和2年度）

第2次交通政策基本計画
※現行：第1次交通政策基本計画

（平成26～令和2年度）

●新たな技術基本計画の方向性
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等

〇 現計画は平成29～令和3年度の5カ年計画であるため、最終年度である令和3年度中に新たな技術
基本計画を策定予定。

〇 関連計画（科学技術・イノベーション基本計画、社会資本整備重点計画、交通政策基本計画）につい
ては、新たな計画の策定に向け検討中。



技術基本計画策定に向けた最近の動向

計 画 社会情勢の変化・課題 柱

第6期科学技術・イノベーション
基本計画（案）

（令和3～7年度）

※R3.1.18 統合イノベーション戦略推進会議 資料

①世界秩序の再編の始まりと、科学技術・
イノベーションを中核とする国家間の覇
権争いの激化

②気候危機などグローバル・アジェンダの
脅威の現実化

③ITプラットフォーマーによる情報独占と、
巨大な富の偏在化

＜Society5.0の実現に向けた科学技術・イノ
ベーション政策＞
① 国民の安全と安心を確保する持続可能で

強靱な社会への変革
② 知のフロンティアを開拓し価値創造の源

泉となる研究力の強化
③ 一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦

を実現する教育・人材育成

第5次社会資本整備重点計画（案）

現行：第4次社会資本整備重点計画
平成27～令和2年度

※R3.2.8 社会資本整備審議会・交通政策審議会
交通体系分科会計画部会 資料

①自然災害の激甚化・頻発化、切迫
②インフラ老朽化の加速
③人口の減少・高齢化・地域的偏在
④グローバル化の進展
⑤デジタル革命の加速
⑥グリーン社会の実現に向けた動き・ライ

フスタイルや価値観の多様化
⑦新型コロナウイルス感染症の拡大

＜３つの中長期的目標＞
１．安全・安心の確保
２．持続可能な地域社会の形成
３．経済成長の実現

＜６つの短期的目標（5年後を目途）＞
①防災・減災が主流となる社会の実現
②持続可能なインフラメンテナンス
③持続可能で暮らしやすい地域社会の実現
④経済の好循環を支える基盤整備
⑤インフラ分野のDX
⑥インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多

面的な利活用による生活の質の向上

第2次交通政策基本計画（案）

現行：第1次交通政策基本計画
平成26～令和2年度）

※R3.2.8 社会資本整備審議会・交通政策審議会
交通体系分科会計画部会 資料

①人口減少・超高齢社会への対応と、「真
の豊かさ」の実現

②国際経済の中での「稼ぐ力」の維持向
上と Society5.0 の実現

③巨大災害への備えなどによる国民の安
全・安心の確保

④地球環境や経済社会の持続可能性の
確保

⑤新型コロナウイルス感染症への対応

＜今後の交通政策の基本的方針＞
① 誰もが、自ら運転しなくても、より快適で容

易に移動できる、生活に不可欠な交通の
維持・確保

② 我が国の経済成長を支える、高機能で生
産性の高い交通ネットワーク・サービスへ
の強化

③ 災害や疫病、事故など異常時にこそ、安
全・安心が徹底的に確保された、持続可
能でグリーンな交通の実現 2



現行技術基本計画策定時からの大きな変化
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３．激甚化・頻発化する自然災害

・気候変動に伴い想定を超える外力や、顕著化した現象による災害が多発（線状降水帯等による大雨等）
・平成30年7月豪雨、令和元年東日本台風、令和2年7月豪雨、北海道胆振東部地震（平成30年9月） 等

２．グローバル化のさらなる進展

・科学技術・イノベーションや経済分野において顕在化・変容した国家間の競争

５．デジタル革命の加速

・Society5.0の推進、Beyond5G・スパコン・宇宙システム等の次世代インフラ・技術の整備・開発
・i-Constructionの推進、インフラ・物流分野等のデジタルトランスフォーメーションの推進

７．2050年カーボンニュートラル実現に向けた動き

・2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現に向けた取組みの加速
・交通、民生業務・家庭からのCO2排出量は総量の約5割

１．人口減少等による地域社会の変化

・全市区町村の約３割が人口半数未満に減少見込み、生活サービス機能の維持が困難に
・東京一極集中が継続、多様な人々が共生する包摂的な社会の実現が重要

６．新型コロナウイルス感染症を契機とした変化、ライフスタイルや価値観の多様化

・情勢変化を加速させた新型コロナウイルス感染症の拡大
・ウィズコロナ・ポストコロナ時代の「新たな日常」の実現、デジタル化・スマート化による働き方改革及び生産性の向上

４．加速化するインフラの老朽化

・建設から50年以上経過する施設割合が加速度的に増加、4分の1の市町村では技術系職員がいない



１．Society5.0の実現に向けた技術政策

２．生産性の向上
（省人化・自動化、DX、非接触・リモート化を含む）

３．ストック効果の最大化

４．新たな技術開発を生み出すチャレンジ環境の創出
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新たな技術基本計画の検討にあたっての視点（例）
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【参考】第6期科学技術・イノベーション基本計画の概要（案）
第8回統合イノベーション戦略推進会議 （R3.1.18）
資料1-1 第６期科学技術・イノベーション基本計画

（答申素案）（概要）



①防災・減災が主流となる社会の実現 ③持続可能で暮らしやすい地域社会の実現 ④経済の好循環を支える基盤整備

【５年後の短期的目標及びその達成に向けた取組の方向性】
３つの中長期的目的及び社会情勢の変化を踏まえ、５年後を目途に６つの短期的目標を設定。

特に、ウィズコロナ・ポストコロナ時代の「新たな日常」の実現のため、インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーションやサプライチェーンの
強靱化・最適化、新たな人の流れを支えるための基盤整備等に取り組むことが必要。

目標達成に向け、社会資本整備のストック効果を最大限発揮させるためには、社会資本整備に「総力」、「インフラ経営」の視点を取り入れ、「正の
スパイラル」を生み出すことが必要不可欠。

６つの
短期的目標

社会資本整備の
ストック効果を
発揮するための
取組の方向性

新規インフラの
整備

計画的な社会資本整備を支える安定的・持続的な公共投資の確保 質の高い社会資本整備を支える建設産業の生産性の向上や担い手の確保・育成

持続可能で質の高い社会資本整備を下支え

既存インフラの
管理・利活用

「総力」「３つの総力(主体・手段・時間軸)」を
挙げ、社会資本整備を深化
「インフラ経営」
インフラを国民が持つ資産として捉え、その潜在
力を引き出すとともに、新たな価値を創造

の視点を追加

「正のスパイラル」によるストック効果のさらなる拡大

⑥インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質の向上

第４次計画からの社会情勢の変化

①激甚化・頻発化する自然災害、②人口減少等による地域社会の変化、③国内外の経済状況の変化、④加速化するインフラの老朽化
⑤デジタル革命の加速、⑥グリーン社会の実現に向けた動き・ライフスタイルや価値観の多様化

新型コロナウイルス感染症による変化（デジタル化の必要性、サプライチェーンの国内回帰、地方移住への関心の高まりや東京一極集中リスクの認識拡大等）

社会資本整備の取組の方向性

【社会資本整備の中長期的な目的】
国民が「真の豊かさ」を実感できる社会を構築する。
そのため「安全・安心の確保」、「持続可能な地域社会の形成」、「経済成長の実現」の３つの中長期的目的に資する社会資本を重点的に整備し、
ストック効果の最大化を目指す。

３つの
中長期的目的

「真の豊かさ」を実感できる社会を構築する

持続可能な地域社会の形成 経済成長の実現安全・安心の確保

②持続可能なインフラメンテナンス

⑤インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション

新規インフラの
管理・利活用

【参考】第５次社会資本整備重点計画の概要（案）
第４６回社会資本整備審議会計画部会
第４４回交通政策審議会交通体系分科会計画部会
合同会議 （R3.2.8）
【資料１】第５次社会資本整備重点計画の概要（案）
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＜新たに取り組む政策等＞

・「競争から協調への転換」等による
地域の輸送サービスの維持確保

・公共交通指向型の都市開発（TOD）
・大都市鉄道等の混雑緩和策の検討
（ダイナミックプライシング等）

・MaaSや更なるバリアフリー化推進
・多様なモビリティの普及
（電動車いす、電動キックボード等） 等

＜新たに取り組む政策等＞

・事業者への「運輸防災マネジメント」導入
・災害時の統括的な交通マネジメント
・交通インフラのメンテナンスの徹底
・公共交通機関の衛生対策等への支援
・「安全運転サポカー」の性能向上・普及
・働き方改革の推進による人材の確保・育成
・カーボンニュートラルの実現に向けた取組
（港湾･海事分野、物流･人流分野等） 等

＜新たに取り組む政策等＞

・公共交通のデジタル化、データオープン化
運輸行政手続のオンライン化

・自動運転車の早期実用化、自動運航船、
ドローン等の実証・制度検討

・物流DX実現、労働環境改善等の構造改革、
強靭で持続可能な物流ネットワーク構築

・陸海空の基幹的な高速交通網の形成・維持
・インフラシステムの海外展開 等

C.災害や疫病、事故など異常時にこそ、
安全・安心が徹底的に確保された、
持続可能でグリーンな交通の実現

B.我が国の経済成長を支える、高機能で
生産性の高い交通ネットワーク・
サービスへの強化

〇地域におけるモビリティ危機
（需要縮小による経営悪化、人手不足等）

〇モビリティ革命、デジタル化等の停滞 〇交通に係る安全・安心の課題
（自然災害、老朽化、重大事故等）

交通が直面する危機

新型コロナウイルス感染症の影響
（旅客の輸送需要の大幅減少、テレワーク等の普及、デジタル化の進展、電子商取引市場（EC）の進展、防疫意識の浸透 等）

持続可能で強靱、高度なサービスを提供する「次世代型の交通システム」へ転換

今後の交通政策の基本的方針

危機を乗り越えるため、多様な主体の連携・協働の下、あらゆる施策を総動員して取り組み

A.誰もが、自ら運転しなくても、
より快適で容易に移動できる、
生活に不可欠な交通の維持・確保

我が国の課題
〇人口減少・超高齢社会への対応 〇デジタル化・DXの推進 〇防災・減災、国土強靱化 〇脱炭素社会の実現 〇新型コロナウイルス感染症対策

〇慢性的な混雑などサービスの低迷 〇運輸部門での地球温暖化対策の遅れ
〇物流における深刻な労働力不足等

【参考】第2次交通政策基本計画の概要（案）
第４６回社会資本整備審議会計画部会
第４４回交通政策審議会交通体系分科会計画部会
合同会議 （R3.2.8）
【資料３】第２次交通政策基本計画の概要（案）
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【参考】総力戦で挑む防災・減災プロジェクト 主要施策

8

関係者や他分野との「連携」による施策の強化・充実
「国民目線」に立った、わかりやすい施策の推進

という観点から、国民の命と暮らしを守る１０の施策パッケージをとりまとめ

６．安全・安心な避難のための事前の備え

３．防災・減災のためのすまい方や土地利用の推進

４．災害発生時における人流・物流コントロール

５．交通・物流の機能確保のための事前対策

７．インフラ老朽化対策や地域防災力
の強化

８．新技術の活用による防災・減災の高度化・迅速化

１０．行政・事業者・国民の活動や取組
への防災・減災視点の定着

９．わかりやすい情報発信の推進

・気候変動による水災害リスクの増大に
備えるため、河川管理者等による治水
に加え、あらゆる関係者（※）により
流域全体で行う「流域治水」へ転換

・「過去の実績に基づくもの」から「気候変動による降雨量の増加
や潮位の上昇を考慮したもの」に計画や基準を見直し、抜本的な
対策を推進

・災害リスクのあるエリアにできるだけ住まわせないための土地利用
規制（開発抑制）・誘導（移転促進）

・鉄道事業者と気象庁が連携した計画運休の深化やアクセス事業者
とも連携した空港の孤立化防止策

・船舶を湾外退避させる仕組みの創設等による走錨事故防止対策 等

・インフラ老朽化対策の着実な推進
・TEC-FORCEの強化など災害に対応するための連携体制・支援体制
の構築、防災・減災を支える担い手確保・育成

・大雨特別警報が解除された後でも引き続き
氾濫の危険性があることを注意喚起

・災害リスク情報を地図上で３Ｄ表示 等

・交通運輸事業者の防災体制の構
築・実践を促す「防災マネジメ
ント」の推進

・河川・鉄道・道路分野が連携した
橋梁の流出防止対策 等

・マイ・タイムラインによる実効性のある
避難体制の確保

・避難しやすい「高台まちづくり」の推進
・感染症にも対応した避難場所の確保
（換気機能導入、ホテルや旅館等の活用）

・災害予測、災害状況把握、災害復旧等において、AI、ドローン、
5Gなど新技術を導入

・リモート化・無人化などインフラ分野のDX（デジタル・トランス
フォーメーション）を推進し、感染症リスクにも対応

・「防災・減災×地域拠点」（防災道の駅制度の創設）、「防災・減
災×不動産」（重要事項説明の際に水害ハザードマップにおける物
件の位置を説明）など、様々な取組に防災・減災の視点を導入

橋脚
根固め

１．あらゆる関係者により流域全体
で行う「流域治水」への転換

２．気候変動の影響を反映した治水計画等への見直し

※国、地方公共団体、企業、住民等



【参考】デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針（案）の概要
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○デジタル化
2020年12月21日 デジタル・ガバメント閣僚会議（デジタル庁設置）

R2.12.21  デジタル・ガバメント閣僚会
議(第10回)
【資料1】デジタル社会の実現に向けた
改革の基本方針（案）の概要



《成長戦略の動き》

■新たな経済対策（R2.12.8）

○グリーン社会の実現
・2050 年CNの実現に向けた挑戦は、我が国の
「新しい成長戦略」

・ カーボンニュートラルに向けた新技術の開発
（様々な新技術の実用化や研究開発の取組
に対して積極的な支援、２兆円の基金創設）

・ グリーン社会の実現のための国民のライフス
タイルの転換等（「移動の脱炭素化」や「住宅
等の脱炭素化」を推進し、脱炭素ライフスタイ
ルへ転換等）

■2050年カーボンニュートラルに伴うグ
リーン成長戦略（R2.12.25）

・「経済と環境の好循環」を作っていく産業政策
＝グリーン成長戦略

・今後の産業として成長が期待され、2050年
カーボンニュートラルを目指す上で取組が不
可欠な14の重要分野において、目標、研究開
発・実証、制度整備等を盛り込んだ「実行計
画」を策定

・今後、更なる深掘りについて検討

《経済界の動き》

■日本経済団体連合会
○「。新成長戦略」（R2.11.17）
・2050年CNに向け、グリーン成長を実現
・蓄電池、水素、CCUS等のイノベーション

○「2050年CN実現に向けて」（R2.12.7）
・①脱炭素エネルギーの安価で安定的な
供給、②産業部門での脱炭素生産工程
の確立、③運輸・民生部門での革新的
製品・建物の供給

・「チャレンジ・ゼロ」等イノベーションの創
出等

《地方の動き》

■ゼロカーボンシティの拡大
・東京都、京都市、横浜市を始めとする
208自治体が「2050年までにCO2排出実
質ゼロ」を表明（R3.2.4時点）

■地域脱炭素ロードマップの検討
・国・地方脱炭素実現会議において、令和
３年夏を目途にとりまとめ予定

《関連計画の見直し等の動き》

■地球温暖化対策計画の見直し
・中期：2030年度に2013年度比26%減
・長期：2050年までに80％減
★2021.11のCOP26に向け改定予定

■エネルギー基本計画の見直し
・2030年エネルギーミックスの実現

火力全体56％（77％）、原子力22～20％（6％）、
再エネ22～24％（17％） ※（2018年度）

★計画の見直しに向け検討

■パリ協定長期成長戦略の見直し
・ビジネス主導の非連続なイノベーションを通じた
「環境と成長の好循環」の実現

★戦略の見直しに向け検討

■グリーン成長戦略の策定
★経産省を中心に、革新的イノベーションに関わる
重要分野について令和２年内に実行計画を策定

■国・地方脱炭素実現会議の設置
★環境省を中心に、地域脱炭素ロードマップを策
定予定

【参考】２０５０年カーボンニュートラルに向けた動き

■ 内閣総理大臣所信表明演説（令和２年10月26日）
2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素
社会の実現を目指す。

■ 内閣総理大臣施政方針演説（令和３年１月18日）
2050年カーボンニュートラルを宣言しました。もはや環境対策は経済の制約ではなく、社会経済を大きく変革
し、投資を促し、生産性を向上させ、産業構造の大転換と力強い成長を生み出す、その鍵となるもの。

社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交
通体系分科会環境部会 第３６回合同会議（R3.2.12）
【資料１】資料1-1 グリーン社会の実現に向けた国土
交通省環境行動計画等の改定に向けて
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